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資料 １７―（７） 

政策委員会の活動状況 

 
平成１５年２月２０日 

 
 
 前回の本部会議（平成１４年８月２８日）以降、これまでの
政策委員会の活動状況は、以下の通りである。 
 
 
１． 東南海・南海地震を対象とした調査観測の強化について 

調査観測計画部会（部会長：長谷川東北大学大学院理学
研究科教授）では、昨年４月より、東南海・南海地震を対
象に、①地殻活動の現状把握の高度化、②長期的な地震発
生時期・地震規模の予測精度の向上、③強震動と津波の予
測精度の向上 の３つを目標とした調査観測の強化に関す
る方策について検討を進めている。 
これまでに、調査観測の優先度の考え方、強化すべき調

査観測項目、調査観測を推進する体制等について議論を行
い、本年２月５日、「第一次報告の作成方針」を取りまと
め、政策委員会に報告した。（参考 17-(2)） 
今後は、調査観測項目ごとの強化の内容等について具体

的に議論を進め、本年春を目途に第一次報告を取りまとめ
る予定である。 

 
２． 地震調査研究の成果の活用について 

 成果を社会に活かす部会（部会長：廣井東京大学社会情
報研究所長）では、昨年６月より、「地震動予測地図の活
用」及び「長期評価の信頼度」を主な議題として、①国民
一般にわかりやすい情報の提供、②防災意識の高揚に結び
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つくような成果の提示、③防災対策に結びつくような成果
の提示 のための方策について検討を行ってきた。 
 

(1) 地震動予測地図の活用 
成果を社会に活かす部会では、現在、委員外の方も含め

た学識経験者及び防災関係機関から意見や提案を述べてい
ただき、これらを踏まえて、委員全員で自由に議論を行っ
ている。 

これまでに、地震動予測地図の活用に関する方法（具体
例の提案など）や広報の仕方に関する議論が行われたほか、
あいまいな情報、複雑な情報である地震（地震動）の予測
に関する情報を社会に受けとめてもらうためには、ローカ
ルな視点での取り組みが重要であると認識された。 
 今後も、委員外の方も含め、学識経験者や防災関係機関
の方々にさらに意見や提案を述べていただき、その上で、
利用者の立場からの議論を深めていく予定である。（本年
夏までに中間整理を行うことが目標） 
 

(2) 長期評価の信頼度 
成果を社会に活かす部会では、地震調査委員会（関係す

る部会等を含む。以下同じ。）での検討状況等を聴取しつ
つ議論を行い、その結果を地震調査委員会に伝達するとと
もに、本年２月５日、政策委員会に報告した。（別添資料） 
 
 ２月５日に開催した政策委員会では、成果を社会に活か
す部会の意見を聴きながら地震調査委員会が作成した「長
期評価の信頼度」（資料１７－（６））について審議を行
い、その考え方等を了承するとともに、その際に出された
以下の意見等を踏まえ、今後、信頼度を含め地震調査委員
会の評価結果を社会にどのように伝えていくかについて、
さらに議論を続けていくこととした。 
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・ 信頼度が低くても地震の規模等が大きければ何らかの
防災対策をとる必要があるのではないか。 

・ 信頼度も含め評価結果を防災対策にどう活用したら良
いのかを示す指針が必要なのではないか。 

・ 予測された地震の規模（マグニチュード）や地震発生確
率だけでなく、そこに至るプロセスもあわせて知ってい
ただくことが重要。    等 

 
３． 平成１５年度地震調査研究関係政府予算案等について 

 平成１５年度予算案及び平成１４年度補正予算案につい
て、各省庁の地震調査研究関係政府予算案の取りまとめを
行った。 
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別添
長期評価の信頼度に関する「成果を社会に活かす部会」での

議論のポイント

平 成 1 5 年 ２ 月 ５ 日
成果を社会に活かす部会

本部会では、平成14年６月以降、３回の会合を開催するなどして、地震
調査委員会（関係する部会等を含む。以下同じ ）での検討状況等を聴取。
しつつ、長期評価の信頼度に関する議論を行ってきた。

平成14年６月（第９回会合） 地震動予測地図の防災対策等への活用に関する議論の中で意見交換

10月（第10回会合） 地震調査委員会での検討状況を聴取し議論

11月 電子メールによる意見照会

12月（第11回会合） 本部会での議論を踏まえた地震調査委員会の案を聴取し議論

平成15年１月 電子メールによる意見照会

議論のポイント

○重要性
・情報の精度等がどの程度かによって活用の仕方が変わる。信頼度を社会

（ユーザー）に対してもっと積極的に提示していくべき （個々のユー。
ザーが長期評価結果の活用について検討を行う際に参考となる ）。

○名 称
・ 確実度」という名称では 「地震発生の確実度＝近々起こる可能性が「 、

高い（切迫性が高い 」というように誤解されてしまう可能性がある。）
・ 信頼度」という名称の方が良い。「

○公表の仕方
・長期評価（予測）の基本３要素である「場所 「規模 「発生確率」」、 」、

のそれぞれに信頼度を付す方が、信頼度に関する総合的な評価を提示す
るよりも、受けとめる側（特に防災機関）として受けとめやすい。

・評価結果の信頼性、即ち、評価結果がどのくらい確かか（評価手法や評
価に用いたデータがどのくらい確かか（例：データが不足している場合
には信頼度が低い ）という意味の指標をわかりやすく（例えば、Ａや）
Ｂなどというように単純に分類して）公表することには意味がある。

・評価結果の信頼度をＡやＢなどで表示をする場合、これらの表示の意味
が重要になるので、活断層と海溝型地震に分けて、具体的に述べたほう
がわかりやすい。
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長期評価の信頼度（確実度）に関する「成果を社会に活かす部会」での
これまでの議論のまとめ

平成15年２月５日

第９回会合（平成14年６月27日）

※地震動予測地図の防災対策等への活用に関する議論の中で示された意見

○情報の精度、確実度等がどの程度かによって活用の仕方が変わるので、この点
を議論しておく必要がある。

○活断層で起こる地震の発生確率は、地震の繰り返し間隔が長いため小さな数字
となり、過去の活動履歴が十分特定できないために幅を持った数字となる。

○活断層の長期評価では、これまでもデータの確度を示してはいるが、社会に対
してもっと積極的に提示していくべき。

○活断層の長期評価は、不確実性が高いことを意識しながら防災対策を進めない
といけない。

第10回会合（平成14年10月９日）

※地震調査委員会（関係する部会等を含む。以下同じ ）での検討状況を提示。

、 、 、○場所 規模 時期のそれぞれの確実度を評価するという地震調査委員会の案は
総合的に評価するよりも、受けとめる側として受けとめやすい。例えば、規模
について確実度が高ければ予測結果より大きな地震を考えなくて良いというふ
うに受けとめるし、発生確率が低くても確実度が低ければ実際にはもっと大き
な発生確率かもしれないというふうに受けとめる。

○規模や発生確率を幅で示している場合があるが、その場合の確実度はどのよう
に考えれば良いのか。幅の中に収まる可能性が高いという意味では確実だが、
そもそもデータが不足しているために幅があるという意味では確実度が小さい
と言うこともできる。例えば、データが少ないので０－５％という幅を持たせ
た評価をしてその確実度が低いと言えば、５％より発生確率が高いことが十分
あり得るというふうに受けとめられてしまい、問題になる。

○発生確率の確実度が低いということであれば、場所と規模の情報のみを出して
（ ）いるのとほとんど変わりない 時期の情報についてはちょっと色を付けた程度

ことになるが、地震が発生した時の被害が非常に大きく、かつ、規模等の確実
度が高ければ、防災対策をとる側は、相当悩むとしても、それなりの対応は考
えると思う。

○発生確率の確実度が高い＝近々起こる可能性が高い（切迫性が高い）というよ
うに誤解されてしまう可能性があるので、名称や説明の仕方に十分注意する必
要がある。
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●電子メールによる意見照会（平成14年11月19日～29日）

※地震調査委員会での検討状況（第10回会合での意見を踏まえたもの）を提示

○信頼度（確実度）が示す意味を明確にすべき。例えば、地震発生確率に「Ａ」
が付された場合、地震発生確率が高いものに分類されているとの誤解を生まな
いように、十分な説明を行う必要がある。

○活断層の長期評価（地震発生確率）について、確率分布モデル（ＢＰＴ、ポア
ソン）の違いによって分けることには賛成するが、これをさらに細分化する場
合には、元データを再吟味して慎重な検討が必要である。

第11回会合（平成14年12月５日）

※これまでの議論を踏まえた地震調査委員会の案を提示

○例えば０－５％というように非常に大きな幅をもった評価をした時、そのうち
のどの値に決めて良いのかわからないので確実度は低いという説明がなされた
が、このような情報が社会に出た際、必ずしもそのような意味で理解してもら
えるか疑問である。確実度が低いというと、この範囲を超えることがあり得る
と受け取られてしまう危惧がある。

○前者の意味で使うのならば、現時点での評価の到達度（今の時点ではこれくら
いのことまでは言えるということ）という言葉のほうが明確である。到達度が
低ければ幅が広くしか言えないし、到達度が高ければ幅が狭いと受け取られる
と思う。

○地震発生の確実度（地震が起こりやすいかもしれない）とごっちゃになって見
える。評価結果がどのくらい確かか（評価手法や評価に用いたデータがどのく
らい確かか）という意味に割り切ってもらったほうが良い。評価結果の信頼性
について整理することは意味がある。

○一般の市民には、このような指標を出されても理解されないだろうが、防災機
関などをターゲットに考えた場合には、評価結果の信頼性を単純に分類して世
の中に出してもらったほうが良い。例えば、地震発生確率が高くとも、信頼性
が低い評価だということであれば、防災機関は特に気にする必要がないと捉え
ることができるように。

○ＡとかＢとかの表示の意味が重要であり、その意味を、活断層、海溝型地震に
分けて具体的に述べたほうがわかりやすい。例えば、震源域ははっきりしない
ので、評価結果の信頼性は低く、もう少し大きく（小さく）なる可能性もある
というように。

○活断層の評価では、評価結果を公表した時期によって評価の文面が異なってい
る。最初の頃は 「約」とか「およそ」という言葉を使って平均活動間隔や最、
新活動時期を一つの値で述べており、よって地震発生確率も一つの値になって
いる。最近は、これらの数値は幅で記述している。この点を踏まえ、信頼度の
分類にはさらに慎重を期すべきと考える。

●電子メールによる意見照会（平成15年１月15日～24日）

※第11回会合での意見を踏まえた地震調査委員会の修正案を提示

○成果を社会に活かす部会での議論を踏まえ、名称を「確実度」ではなく「信頼
度」とし、説明の中でも「精度」ではなく「データの充足度」という言葉に変
更しているが、これは適切であると考える。




